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平成３０年度税務行政運営方針

我が国の経済動向は、この５年間、デフレ脱却と経済再生を最重要課題として取

り組んできた結果、雇用・所得環境は大きく改善してきており、景気が緩やかに回

復していくことが期待されている一方で、海外経済の不確実性の高まりや金融資本

市場の変動の影響が懸念されている。

国においては、この経済の成長軌道を確かなものとするために、最大の課題であ

る少子高齢化の克服に向けて、「生産性革命」と「人づくり革命」を断行すること

により、生産性を大きく押し上げ、デフレからの脱却を確実なものにするとともに、

人生１００年時代を見据え、我が国の経済社会システムの大改革に挑戦することに

より、誰もが生きがいを感じられる「一億総活躍社会」を作り上げることとしてい

る。

一方、本県では、平成３０年度は県総合計画アクションプランの最終年度に当た

ることから、目標達成に向けて全力を尽くすとともに、引き続き、長期的視点に立

って、人口減少に対応し、本県の未来を支える人財育成・確保に係る取り組みを強

化するとともに、様々な課題に対応していくために、「みやざきの更なる飛躍と新

たな挑戦」をテーマに取り組んでいくこととしている。

これをうけ、平成３０年度当初予算については、「不断の取組」としての財政改

革の取組を着実に実行しながら、本県の抱える様々な課題に的確に対応し、将来を

見据えた施策について積極的な展開を図るため、「未来を支える人財育成・確保と

中山間地域対策の強化」、「２０２０年に向けた世界ブランドや文化・スポーツを

生かした地域づくり」、「地域経済をけん引する産業づくり」の３つの施策に重点

を置き、前年度当初予算比６．８％増の５，８１７億９，０００万円を計上したと

ころである。

このような中、県税収入予算は、地方消費税の減収が見込まれるものの、個人県

民税、法人事業税等の税目で増収が見込まれることから、前年度当初比３．３％増

の９８９億７,０００万円を計上したところである。

これは、一般会計歳入予算の１７．０％、自主財源の４２．２％を占めており、

厳しい本県の財政状況の中にあって、貴重な財源となっており、人口減少問題や地

域経済の活性化、県民の安全・安心の確保などの様々な課題に的確に対応するため

の施策について積極的な展開を図るためにも、税財源の充実確保は、ますます重要

となっている。

県税収入を確保するためには、最大の課題である個人県民税の収入未済額の圧縮

をはじめ、課税客体の的確な把握など課税・徴収一体となった徴税体制の確立が必

要である。

このような状況を踏まえ、平成３０年度は次の基本方針の下に、積極的な税務行

政を推進するものとする。
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基 本 方 針

１ 県民に信頼される税務行政の推進

税務行政の円滑な推進には、納税者の理解と協力と信頼を得ることが不可欠であり、

そのためには県民目線に立った行政運営を行う必要がある。

(1) 納税者には、常に誠意を持って接する。

(2) 納税者の意見・要望はもとより苦情や不満についても十分に聴取する。

(3) 納税者の立場をよく理解した上で分かりやすく丁寧な説明に努める。

(4) 納税者の利便性向上のため、税を納付しやすい環境の整備を図る。

(5) 情報管理を徹底し、個人情報の取扱いには細心の注意を払う。

２ 適正・公平な税務行政の推進と適切な県税収入の確保

税務職員は、県税の役割とその重要性を十分認識し、常に適正・公平な賦課徴収の実

現を図りながら県税収入の確保に努めることが重要である。

(1) 関係法令及び専門的知識の習得に努める。

(2) 「県税・総務事務所現金収納等取扱要領」を遵守した出納事務に努めるとともに、

電算事務については、正確で確実な事務処理に努める。

(3) 課税客体を的確に把握し、適正・公平かつ早期の課税に努める。

(4) 滞納原因等の実態を早期に把握し、滞納処分が必要なものについては、厳正かつ適

切に執行するよう努める。

(5) 災害時における徴収猶予等納税緩和制度の適正な運用に努める。

３ 効率的な税務行政の推進

今後ますます専門化・複雑化する税務事務に的確かつ迅速に対応するため、効率的な

税務行政を推進する必要がある。

(1) 税務事務全般にわたる適切な事務執行計画の樹立と進行管理の徹底を図る。

(2) 常に効率を意識し、経費・労力の縮減に努めつつ、適正・公平な事務執行に努める。

(3) 所属の総合力を効率的かつ効果的に発揮するために担当制を活用する等、機動性と

弾力性を意識した組織運営に努める。

(4) 具体的な事務処理・対応方法等の情報共有化を推進し、組織的な事務処理・意思決

定及び各事務所間の協調連携を強化する。

(5) 電算システムの安定的運用に努めるとともに、より一層の有効活用を図る。

４ 国・市町村との協力体制の強化

県の税務行政を円滑かつ効率的に進めていくためには、国・市町村との相互協調関係

が不可欠である。

(1) 国・市町村と税務事務全般にわたり協力体制を強化する。

(2) 特に、個人県民税の収入確保において、個々の市町村の実情を踏まえた支援策を講

じ、あわせて、市町村間相互の徴収支援体制の構築を推進する。
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２　県税・総務事務所一覧表・同管内図
　                                                      　　   

人 k㎡

〒880-0805 宮崎市

宮崎市橘通東1-9-10 東諸県郡(国富町、綾町) 424,811 869.49

TEL 0985(26)7271

〒887-0031 日南市

日南市戸高1-12-1 串間市 69,556 831.28

TEL 0987(23)3771

〒885-0024 都城市

都城市北原町24-21 北諸県郡(三股町) 187,388 763.38

TEL 0986(23)4516

〒886-0004 小林市

小林市細野367-2 えびの市 71,913 931.27

TEL 0984(23)3194 西諸県郡(高原町)

〒884-0002 西都市

児湯郡高鍋町大字北高鍋3870-1 児湯郡(高鍋町、新富町、西米良村､ 98,490 1,153.82

        TEL 0983(23)0213 　木城町、川南町、都農町)

〒883-0046 日向市

日向市中町2-14 東臼杵郡(門川町、諸塚村、 87,431 1,631.15

TEL 0982(52)4148 　椎葉村、美郷町)

〒882-0872 延岡市

延岡市愛宕町2-15 西臼杵郡（高千穂町、日之影町、 140,284 1,554.95

TEL 0982(35)1811 　五ヶ瀬町）

　（注）人口は、平成３０年１０月１日現在宮崎県の推計人口による。

        面積は、平成３０年１０月１日国土地理院公表基準による。

 高鍋県税・
総務事務所

 日向県税・
総務事務所

 延岡県税・
総務事務所

所　在　地 管　轄　区　域 人　口 面　積事務所名

 日南県税・
総務事務所

 都城県税・
総務事務所

 宮崎県税・
総務事務所

 小林県税・
総務事務所

- 4 -



- 5 -



- 6 -


